
地方公会計制度

自治体会計において、現金収支のみの確認でなく、資産や負債を把握し会計

全体の状況を表すため、企業会計的な手法を用いた財務書類（貸惜対照表、行

政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）の開示が行われている

ところであり、一般的には「地方公会計」制度といわれています。

0貸借対照表 【BalanceSheet】 （様式第1号）
貸｛昔対照表とは、組合の所有する現金や建物・道路・土地や、その形成のた

めに投資された資金や｛昔金などがどのくらいあるかを示すものです。資産・負

債・純資産の3つの要素から構成されています。左側に市民の財産や権利など

将来にわたる様閃な行政サービスを提供する「資産」を、右側にそれを築くた

めの借入金などで将来の世代が返済することになる「負債」、国や府からの補

助金、市税などにより今の世代が負担し、返済の必要がない「純資産」として

記載されています。

（単位：千円） （単位：千円）

資産 I 22,106,200 負債 I 2,871,450 

組合の所有資産の内容と金額です行政サー 借入金や将来の職員の退職金など、将来世代が

ビスの提供能力を表しています。 負担する債務です。

【内訳】 【内訳】

1 固定資産 22,038,020 1.固定負債 2,367,217 

a有形固定資産 22,038,020 a地方債 2,343,873 

①事業用資産 16,425,835 b退職手引当金 23,344 

②物品 5,612,185 

2 流動負債 504,233 

a1年内償還地方債 487,873 

b賞与等引当金 15,363 

c預り金 997 

2 流動資産 68,180 純資産 | 19,234,750 

a現金預金 68,180 純資産とは現在までの世代が負担した金額で

正味の資産です。

資産計 I 22,106,200 負債・純資産計 | 22,106,200 
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貸1昔対照表の分析資料

【純資産比率】＝純資産＋資産

19,234,750千円-=-22,1 06,200千円X100=87.0%

企業会計の「自己資本比率」に相当し、資産のうち償還義務のない純資産が

どれくらいの割合かを表します。この比率が高いほど負債（将来世代の負担）

の割合が少ないことになりますが、現在世代と将来世代との負担のバランスを

取ることも必要となります。

【流動比率】＝流動資産十流動負債

68,180千円7504,233千円X100=13.5%

1年以内に償還する組合債や短期惜入金（流動負債）に対して、手元の資金

がどのくらいあるかを表すもので、この比率が高いほど短期的な支払能力が高

いといえます。民間企業では200％以上あることが理想的であると言われて

います。当組合では、｛昔入金の償還財源を構成市からの負担金に頼っているた

め、比率は低くなっています。

【社会資本形成の将来世代負担比率】＝地方債＋有形固定資産

(2,343,872千円十487,873千円） 722,038,020干円X100

=12.8% 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、負債による割合を見ることによ

り、今後の世代によって負担する割合を見ることができます。

【有形固定資産減価償却率】

＝減価償却累計額＋ （償却資産評価額（土地を除く） ＋減価償却累計額）

18,000,691千円＋ （10,343;071千円＋18,000,691千円） X100
,, =63.5% 

有形固定資産減価償却率が高い場合は、施設が全体として老朽化しつつあり

近い将来に維持更新のための投資が必要となる可能性があります。
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0行政コスト計算書【P『ofit and Loss Statement】 （様式第2号）

行政コスト計算書とは、 1年間に行政サービスの提供に掛けた費用と使用

料・手数料・保険料等から得られた収入を比較して示すものです。構成団体か

らの分担金は行政サービスの対価としていただくものではないため、経常収益

には含んでいません。なお、建物・設備などの1年間の物としての価値の「目

減り分」は費用とみなして「減価償却費」という項目で計上しています。

（単位：千円）

1経常費用 3,194,024 

a業務費用 3,191,935 

①人件費 183,677 

②物件費 2,896,449 

③その他の業務費用 111,809 

b移転費用 2,089 

①補助金等 820 

②社会保障給付 960 

③その他 309 

2 経常収益 1,057,882 

a使用料及び手数料 396,568 

bその他 661,314 

3.臨時損失 199,484 

4.臨時利益

゜5純行政コスト(1-2)+ (3-4) 2,335,626 

住民一人あたりの行政コスト計算書

住民人口＝岸和田市人口十貝塚市人口

(276,878人＝192,160人十84,718人）
経常費用 3,194,024千円..;-276,878人＝ 11,535円
経常収益 1,057,882千円..;-276,878人＝ 3,821円

臨時損失 199,484千円..;-276,878人＝ 720円
純行政コスト 2,335,626千円..;-276,878人＝ 8,436円

P. 3 



前年度末純資産残高 19,384,874 

費用（純行政コスト） △ 2,335,626 

財源（税収等）【分担金】 2,180,253 

無償所管換等 5,249 

本年度末純資産残高 ①十②十③ 19,234,750 

〇純資産変動計算書 【Net川orthStatement】 （様式第3号）

純資産変動計算書とは、 1年間の貸借対照表の純資産の変動を明らかにする

ものです。すなわち貸借対照表の純資産の前年度末と本年度末の残高と本年度

中の増加及び減少、それぞれの額を表しています。

前年度末純資産残高と比べ、本年度末純資産残高が 1億 5,012万円減少し

ています。

（単位：千円）

① 

② 

③ 

③ 

④ 

0資金収支計算書【CashFlow Statement】 （様式第4号）

資金収支計算書とは、 1年間の組合全体の現金の収入と支出が、どのような理

由で生じたのかを、性質別に区分して整理したものです。

業務活動収支（本業による現金収支）で、投資活動収支（投資による現金収支）、

財務活動収支（資金調達・返済による現金収支）をまかなうのが理想的とされて

います。当組合では、構成市からの分担金の財源が安定して収入されるので、業

務活動収支で黒字を確保出来ています。

（単位：千円）

科目 金額

業務活動収支 1,065,345 

投資活動収支 △ 1,158,626 

財務活動収支 128,057 

本年度資金収支 ①十②十③ 34,776 

前年度末資金残高 32,407 

本年度末資金残高 ④十⑤ 67,183 

前年度末歳計外現金残高 11,770 

本年度歳計外現金増減額 △ 10,773 

本年度末歳計外現金残高 ⑦十⑧ 997 

本年度末現金預金残高 ⑥十⑨ 68,180 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩
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